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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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テレビ会議システムを活用した研究事業
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嘱 託 等 人 数 （ 人 ）

指 標 名 （ 上 段 ： 名 称 / 下 段 ： 算 定 式 等 ）

授業中にICT機器（デジタルテレビ等）を活用
して指導できる教職員の割合

（モデル校内）活用できる児童数/総児童数

①

達成度

事務事業名

基 本 目 標

政 策 365丹野　平三

作成日

内線

遠隔地間における協働学習の普及推進に関する実証研究事業

部局名

　モデル地域（黒木小学校、東大村小学校）において、ＩＣＴ機器等を用いた学校間の継続的な協働学習（テレビ
会議システムを活用した学習）について実証研究を行う。
　人口過少地域における小規模学校と当該学校以外の学校において、小規模学校のデメリットを最小化するた
め、ＩＣＴ （テレビ会議システム等）の活用により、同学年の学級同士で協働学習や合同学習を長期間にわたり実
施するとともに、テレビ会議システムの有用性（指導方法、カリキュラム開発及び学習効果、小中連携への応用性
等）の検証を行う。
　また、教師間の打合せにおいてもテレビ会議システムを有効に活用し、その有用性について検証する。
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教育環境の充実
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担当者名

遠隔地間における協働学習の普及推進に関する実証研究事業

　小規模校に在籍する児童生徒が他校の児童生徒とＩＣＴ機器（テレビ会議システム等）を用いて交流することによ
り、意見交換やアクティブラーニングに取り組み、多様な考え方にふれることができるようにする。
　また、教職員の授業におけるＩＣＴ活用による指導力の向上および教職員間のコミュニケーション（授業等の打合
せ）ツールとしてのＩＣＴ活用能力の向上を図る。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　ICT機器（タブレットやテレビ会議システム等）の購入台数は、必要最低限の数としており、最低限のコストで事業展開する。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　平成27・28年度の２年間から県の指定を受け、モデル地域（黒木小学校、東大村小学校）において、Ｉ
ＣＴ機器等を用いた学校間の継続的な協働学習（テレビ会議システムを活用した学習）について実証研
究を行っている。
　平成27年度は、機器、教材の整備を行い、教職員に機器の使い方を慣れてもらいながら授業におい
て実証研究を行った。平成28年度も継続して授業研究を行うと共に、授業外の校務等様々な場面にお
いてＩＣＴ機器等を用いて実証研究を行っている。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　平成28年度以降は授業だけでなく、校務等様々な場面においてＩＣＴ機器等を用いて実証研究を行っ
ていく。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

　小規模校におけるデメリット（人間関係の固定化、多様な考え方に触れる機会の減少等）に対し、他学
校の児童と触れ合うことによる教育的効果が見込まれる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

全額国庫補助となる。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　情報化が進展している現代社会においては、ＩＣＴ機器を介して、「情報」を主体的に収集及び活用できる力を身につけるた
め、有効性は高い。

やや低い 低い 該当なし

やや高い 低い

低い

　小規模校の学力向上につなげる授業改善を進める方策として、他校との交流による授業の実践は効果が大きいと推察され
る。そこで、モデル校を選定し、情報端末機器（テレビ会議システム等）の活用による授業実践研究に取り組む。

低い

該当なし

高い やや高い

　これまでに前例のない、遠隔地の小規模校をテレビ会議システムで結び、協働学習などの交流授業を仕組んでいく。その成
果は今後の学校間の連携の一つの有効な参考事例となる。モデル校を選定し取組を進めることで、その有用性を各学校へ広
め、教職員及び児童生徒のＩＣＴ機器の活用力を高めることができる。

高い

該当なし

　ICT機器を活用した授業を実践するためには、機器の整備が前提であり、市としての関与が不可欠である。

該当なし
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